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相模原市政の推進につきましては、日頃から格別の御理解、御高配を賜

り、厚く御礼申し上げます。 
本市は、首都圏南西部をリードする広域交流拠点都市として、防災・減

災対策をはじめ、福祉、医療、教育の充実など市民サービスの向上を図る

とともに、産業振興、環境保全、交通基盤の整備など幅広い分野において

施策を推進することにより、「地域への愛着と誇りを持てるまちづくり」を

進めています。 
今後、急速な少子高齢化の進行や本格的な人口減少社会を迎える中、民

間活力の活用や事務事業の精査により歳出の削減を行い、都市基盤整備や

産業集積により税源の涵養を図るとともに、令和３年４月には「相模原市

行財政構造改革プラン」を策定し、将来にわたり持続可能な都市経営に向

けた取組に着手しているところですが、医療や介護等の社会保障に係る経

費の増大や公共施設の老朽化への対応に加え、令和元年東日本台風の被害

からの復旧・復興や新型コロナウイルス感染症への対策など多くの課題を

抱えており、引き続き、厳しい財政運営が続くことが見込まれます。 
本提案・要望書は、本市が今後も首都圏南西部の広域交流拠点都市とし

て自立した行財政運営を行うに当たって、国において制度及び予算などに

ついて、御検討、御協力をお願いしたい事項を取りまとめたものです。 
つきましては、国におきましても多くの政策課題を抱え、財政も厳しい

状況にあることは承知しておりますが、本市の提案・要望につきまして特

段の御配慮をお願いいたします。 
 
 

令和 4 年 6 月 相模原市長 
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≪新型コロナウイルスに関する提案・要望≫ 
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【提案・要望の説明】 

本市では、新型コロナウイルスワクチン接種について、令和３年１２月４日から追

加接種(３回目)を開始し、順次、接種事業を進めています。ワクチン接種の実施に当

たり、地方公共団体では、集団接種会場や医療従事者の確保、医療機関への協力要請、

クーポン券の発送、市民への情報提供など、接種体制の構築に時間を要しますが、国

の方針やワクチン供給量の目途が立たない状況において実施計画を策定することは

難しい状況です。 

こうしたことから、令和５年度においても新型コロナウイルスワクチンの追加接種

が実施される場合は、引き続き、地方公共団体がそれぞれの特性に応じた十分な接種

体制が組めるよう、財政的な支援も含めた必要な措置を講じるとともに、中長期的な

接種計画が策定できるよう、長期的な実施スケジュールを速やかに示し、安定的なワ

クチン供給を継続することを要望します。 

また、５歳から１１歳の小児への接種については、慎重な対応が求められており、

成人への接種よりも接種に要する時間、労力等が掛かるにもかかわらず統一単価とな

っていることから、接種医療機関を多く確保するためにも、各市町村の実情に応じて

設定された定期予防接種と同等の接種単価への引き上げを講じることを要望します。 

 

 

 

 

令和５年度においても新型コロナウイルスワクチンの追加接種が実施される場

合は、地方公共団体の特性に応じた十分な接種体制が組めるよう、財政的な支援

も含めた必要な措置を講じるとともに、中長期的な接種計画が策定できるよう、安

定的なワクチン供給を継続すること。 

また、５歳から１１歳の小児への接種については、定期予防接種と同等の接種単

価への引き上げを講じること。 

内閣府、厚生労働省 
【提案・要望事項】 

１ 新型コロナウイルスワクチン接種に係る支援 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局保健衛生部 

新型コロナウイルスワクチン接種推進課長  有本 秀美  ℡042-769-7200 
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【提案・要望の説明】 

新型コロナウイルス感染症発生以降、陽性患者や陽性疑いの患者の受入れのみなら

ず、外来患者の減少又は抑制、入院・手術件数の減少又は延期により、医療機関の経

営状況は大変厳しい状況となっており、本市においても医療関係団体から経営が厳し

くなっている医療機関に対する財政支援について、要望が提出されています。 

高度医療提供医療機関やかかりつけ医機能などそれぞれの役割のもと地域医療を

支えている医療機関への継続的な支援を行わなければ、新型コロナウイルス終息後、

必要な医療が適切に提供できない事態が生じる可能性があります。 

こうしたことから、地域医療提供体制を維持するためには医療機関を支援していく

必要がありますが、地方公共団体単独での支援は難しいことから、国による継続的な

財政支援について要望します。 

 

 

 

 

新型コロナウイルス陽性患者や陽性疑いの患者を受け入れている医療機関及

び新型コロナウイルス感染拡大に伴い患者が減少している医療機関は、経営に多

大な影響を受けていることから、経営の安定化及び地域医療提供体制の維持のた

め、必要な財政支援を行うこと。 

内閣府、厚生労働省 【提案・要望事項】 

２ 地域医療提供体制の維持に対する必要な財政支援 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局保健衛生部医療政策課長  井上 美紀  ℡042-769-9230 
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【提案・要望の説明】 

体験活動の推進は、子どもたちの健全育成及び人格形成のために不可欠なものでありま

すが、都市化、少子化、人間関係の希薄化などが進む中で、子どもたちの成長に欠かせな

い、多くの人や社会、自然などと触れ合う様々な体験活動（直接体験）の機会が乏しくなって

いくことが危惧されています。また、昨今の新型コロナウイルスの感染拡大が、こうした状況に

拍車をかけていることは周知の事実です。 

今後、「新しい生活様式」の中で、学校の各種行事の規模が縮小され、オンライン化されて

いくことが予想されますが、遠足・修学旅行・校外学習など、普段の授業とは異なる環境で自

然や文化に親しみ、集団生活を体験しながら、人としての在り方や生き方、人間関係の形成

の仕方などを学ぶことで、豊かな人間性や社会性の育成につながる行事については、更に

必要性が増していくと考えています。 

こうしたことから、児童生徒の健全育成を目的として、宿泊を伴う体験活動を実施する学校

等の取組を支援する「学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金（学校を核とした地域力

強化プラン）」の「健全育成のための体験活動推進事業」について、現在の補助対象は、２泊

３日以上の宿泊体験活動に限られていますが、１泊２日の体験活動についても補助対象とす

るよう支援の拡充を要望します。 

また、コロナ禍においては、やむなく宿泊体験活動を断念し、日帰りにおける体験活動に

変更することもあることから、コロナが収束するまでの暫定措置として、日帰りの体験活動に

おいても補助対象とするよう要望します。 

 

 

 
 
 

新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえ、「学校・家庭・地域連携協力推進

事業費補助金」について、「健全育成のための体験活動推進事業」の対象事業を

拡充すること。 

内閣府、文部科学省 【提案・要望事項】 

３ 子どもの健全育成のための体験活動推進事業に係る 

補助制度の拡充 

教育局学校教育部相模川自然の村野外体験教室所長  石長 出  ℡042-760-5445 

【提案・要望の担当】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪国の施策・制度に関する提案・要望≫ 
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１  本市に所在する米軍基地（相模総合補給廠、キャンプ座間、相模原住宅地区）

について、早期に返還を実現すること。 

２  返還財産の地元への処分に当たっては、無償譲渡等の優遇措置を講ずること。 

４ 米軍基地の早期返還等 

防衛省、外務省、財務省 【提案・要望事項】 

市内米軍基地位置図 
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【提案・要望の説明】 

１ 基地の早期返還の促進 

本市に所在する米軍基地は、市民生活やまちづくりにとって大きな障害となっていること

から、早期の返還について要望します。 

特に平成１８年４月に行われた市長と防衛庁長官との会談において、日米合同委員会の

枠組みを活用して返還に向けた協議を進める旨を合意した「返還４事案」（相模総合補給廠

のＪＲ横浜線と並行した道路用地、相模原住宅地区のウォーターフィルタープラント（浄水場）

区域、同地区東側外周部分道路用地及びキャンプ座間のゴルフ場周辺外周道路）につい

て、早急に返還が実現するよう要望します。 

また、基地に関わる情報については、適切に提供するとともに、基地の機能強化や恒久

化につながる施設建設や運用の変更は行わないよう併せて要望します。 

 

（１） 相模総合補給廠の一部返還 

ア 北側部分（約３３ｈａ）の返還 

イ JR 横浜線と並行した道路用地部分（延長約１，４００ｍ：返還４事案）の返還 

 

相模総合補給廠 一部返還の要請箇所 
 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

イ JR横浜線と並行した道路用地部分の返還 

(延長約1,400m)の返還＜返還４事案＞ 

相模原駅 ＪＲ横浜線 
矢部駅 

北側フェンス沿い道路用地部分

(延長約 1,200m)(日米合同委員会

にて返還合意済み) 

鉄道・道路用地(約 2ha)の返還(平成26 年

9月30日米国政府から日本政府へ返還) 

家族住宅区域(約 15ha)(平成 26 年 9 月 30

日米国政府から日本政府へ返還) 

野積場共同使用 

部分(約35ha) 

(平成27年12月2日共

同使用開始) 

(うち10ha部分：相模

原スポーツ・レクリエ

ーションパーク) 

ア 北側部分(約33ha)の返還 
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（２） キャンプ座間の一部返還等 

ア  市道新戸相武台の拡幅再整備の円滑な進捗に必要な配慮 

イ  住民の利便性の向上を目的とした道路の整備のため、第７ゲートから県道５１号へ通

じる部分（ゴルフ場周辺外周道路部分、延長約１，７００ｍ：返還４事案）や旧まがり坂部

分（延長約６００ｍ）、旧新磯高校東側道路用地部分（延長約２００ｍ）の返還等 

ウ  市民の憩いの場及び防災空間として活用するため、ゴルフ場部分（約５２ｈａ）の返還 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

キャンプ座間 一部返還等の要請箇所 
 

第７ゲート 

第４ゲート 

ア 市道新戸相武台

の拡幅再整備 

相
模
原
市 

座
間
市 

ウ ゴルフ場部分の返還

(約５２ｈａ) 

イ ゴルフ場周辺外周道路

の返還＜返還４事案＞ 

(延長約１，７００ｍ) 

イ 旧新磯高校東側

道路用地部分の返還

(延長約２００ｍ) 

イ 旧まがり坂部分

(峰の坂道)の共同使

用(延長約６００ｍ) 
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（３） 相模原住宅地区の一部返還等 

地域住民の生活環境向上のため、ウォーターフィルタープラント（浄水場）区域（約 

１．５ｈａ：返還４事案）、東側外周部分道路用地（延長約６４０ｍ：返還４事案）及び北西

側外周部分（延長約９５０ｍ）の返還並びに横浜水道道部分（延長約５４０ｍ）の共同

使用 

 

相模原住宅地区 一部返還等の要請箇所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 返還財産の処分条件等の見直し 

返還財産については、原則として有償での処分となっております。その一方で、旧軍港市

におきましては、旧軍港市転換法により原則として無償とされており、同じ米軍基地を抱える

自治体として明らかに不公平であると考えます。 

また、基地が所在することにより、本市は長い間様々な負担や影響を受けてきました。こう

した中、平成２６年９月、悲願でありました相模総合補給廠の家族住宅区域（約１５ｈａ）及び

鉄道・道路用地（約２ｈａ）が返還されました。基地返還跡地（留保地を含む。）は次代に引き

継ぐ貴重な財産であり、市民本位で公共・公益的に利用されるべきものであると考えます。 

こうしたことから、返還財産の地元への処分に当たっては、無償譲渡等の優遇措置を講ず

るよう要望します。 

 

県
道
５１
号 

ウォーターフィルタープラント

(浄水場)区域の返還 

＜返還４事案＞(約１．５ｈａ) 

東側外周部分道路用地の返還 

＜返還４事案＞(延長約６４０ｍ) 

北西側外周部分の返還

(延長約９５０ｍ) 

横浜水道道部分の共同

使用 

(延長約５４０ｍ) 

市長公室基地対策課長  菊地原 誠  ℡042-769-8207 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

１ 基地交付金等の拡充 

本市に所在する３箇所の米軍基地は、計画的なまちづくりに支障を来すとともに、市財政

に著しい影響を及ぼしています。基地交付金等が固定資産税の代替的な財政補給金と

して交付されている趣旨に鑑み、対象資産に応じた固定資産税相当額が交付されるよう、

また、調整交付金については、日米地位協定の実施に伴う地方税の非課税措置等によ

る本市の損失を全額補てんされるよう要望します。 

 

２ 防衛施設周辺整備対策 

（１）民生安定助成事業の採択基準の緩和 

基地による周辺住民への影響を軽減するため、民生安定助成事業の補助対象事業の

採択基準について、緩和を図るよう要望します。 

（２）再編交付金終了に伴う地元負担の軽減 

再編交付金について、平成２８年度で交付が終了しましたが、終了後も基地周辺住

民にとって何ら負担は変わらないので、新たな財政支援の創設も含め、地元負担の軽

減を図るよう要望します。 

（３）特定防衛施設周辺整備調整交付金について 

本市は、厚木飛行場を離着陸する米軍機により、多くの市民が騒音被害を受け、事故

発生の不安にもさいなまれており、厚木飛行場の特定防衛施設関係市町村となっている

他市と同じ状況であることから、同飛行場の特定防衛施設関連市町村に指定し、特定防

衛施設周辺整備調整交付金の交付対象とするよう要望します。 

 

 

 

 

１  基地交付金について、対象資産に応じた固定資産税相当額を交付すること。 

また、調整交付金については、日米地位協定の実施に伴う地方税の非課税 

措置等による本市の損失を全額補てんすること。 

２  民生安定助成事業の採択基準を緩和すること。再編交付金終了に伴い、新た

な財政措置の創設も含め、地元負担の軽減を図ること。 

また、本市を厚木飛行場の特定防衛施設関連市町村に指定すること。 

５ 米軍基地負担に対する財政支援の拡充等 

防衛省、総務省 
【提案・要望事項】 

市長公室基地対策課長  菊地原 誠  ℡042-769-8207 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

１ 基地の環境・安全対策 

基地内及び基地周辺の生活環境の保全及び安全確保のため、米軍に対しても生活環境

の保全に関する国内法令や条例を適用することや、基地の保管物資等に関する情報を可

能な限り公表し、万一、環境問題や事故が発生した場合は、速やかに原因を究明し、調

査の過程で得られた情報、調査結果を迅速に公表するよう要望します。また、原因調査

を目的とする地元自治体の基地内立入り等を実現するよう要望します。 

また、基地の返還や共同使用に当たっては、あらかじめ環境調査等を実施し、必要があ

れば国の責任において環境浄化等の適切な措置を講じてから返還するよう要望します。 

 

２ 事件事故の防止策 

米軍機による部品落下など事故が多発していることから、機体・機器類の整備点検等の

確実な実施、整備・操縦に係る教育の徹底など万全の措置を講じるよう要望します。また、

万一事故等が発生した場合にはその原因を早期に解明し公表するとともに、安全対策が講

じられるまでは事故機と同機種の飛行中止や、真に実効性ある対策を講じ、再発防止に努

めるよう要望します。 

 

３ 抜本的な騒音対策 

（１）市内所在のキャンプ座間や相模総合補給廠において、ヘリコプターによる訓練飛行が

頻繁に行われ、周辺住民に騒音や振動被害が発生していることから、住宅密集地上空で

の訓練を禁止するよう要望します。 

特に、厚木基地や横田基地など他の基地に所属するヘリコプターの訓練飛行を自粛す

るとともに、国の責任で代替訓練施設を米軍へ提供するなど、米軍ヘリによる騒音問題等

の抜本的解決を図るよう要望します。 

１  基地の保管物資等に関する情報を可能な限り公表し、万一、環境問題や事故

が発生した場合は、速やかに原因を究明し、調査結果を迅速に公表するととも

に、原因調査を目的とする地元自治体の基地内立入り等を認めること。 

２  米軍機による部品落下などの事故が発生した場合、その原因を早期に解明し

公表するとともに、実効性ある対策を講じ、再発防止に努めること。 

３  騒音被害の抜本的な解決に向けた対策を講ずること。 

４  米軍基地内の新型コロナウイルス感染症への感染拡大防止対策を講じるとと

もに、感染状況に関する情報を的確に把握し、適時・適切な情報提供を行うこ

と。 

５  キャンプ座間ゴルフ場からのゴルフボールの飛び出しについて、抜本的な対

策を講じること。 

６ 米軍基地の環境・安全対策等 

防衛省、外務省 【提案・要望事項】 
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（２）厚木基地の米空母艦載機については、平成３０年３月に固定翼機部隊の岩国基地への

移駐が完了しましたが、移駐後もジェット戦闘機の飛来が見られ、一定の騒音が発生して

いることから、基地の運用に係る情報について適時に提供するとともに、騒音対策につい

ては適切な措置を講じるよう要望します。また、空母艦載機の着陸訓練のため硫黄島が暫

定的訓練施設となっておりますが、その後も厚木基地が硫黄島の予備飛行場として運用

されていることから、恒常的訓練施設を早期に整備するよう要望します。 

（３）住宅防音工事助成制度は、各々の告示日以前に建設された住宅が対象とされています

が、建築年次にかかわらず、区域内の全ての住宅、特に、昭和５９年告示及び昭和６１年

告示区域内に存する平成１８年告示日以前に建設された「告示後住宅」を助成対象とする

よう要望します。 

また、住宅防音工事希望届を提出してから工事着手に至るまで長期間を要していること

から、市民の立場に立った対応を行っていただくよう要望します。 

 

４ 新型コロナウイルス感染症への対応 

米軍基地内の新型コロナウイルス感染症への対応については、万全の対策に努めるとと 

もに、引き続き、地元自治体に対し、適時・適切な情報提供を行うことを要望します。 

 

５ キャンプ座間ゴルフ場からのゴルフボール飛び出しへの対応 

キャンプ座間ゴルフ場からゴルフボールが飛び出したと考えられる事例が多発していること

から、米軍に対し、再発防止の徹底を求めるとともに、弾道シミュレーション調査結果を踏ま

えた効果的な対策など、抜本的な対策を講じるよう要望します。 

 

 

市長公室基地対策課長  菊地原 誠  ℡042-769-8207 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

１ 更なる義務付け・枠付けの見直しと「提案募集方式」による改革の推進 

国においては、これまでも累次の地方分権一括法の制定や「提案募集方式」により、事

務・権限の移譲や義務付け・枠付けの見直しなどに取り組んでいますが、地方分権改革は

いまだ道半ばであり、更なる取組が必要です。 

義務付け・枠付けについては、地方の意見を十分踏まえ、早期の廃止を基本とした更な

る見直しを徹底して行うとともに、一括法等による「枠付け」の見直しに当たっては、省令で

「従うべき基準」を設定するなど、実質的に「枠付け」を存続することがないよう、既に設定さ

れた基準を廃止することも含めて取り組むよう要望します。 

「提案募集方式」については、地方から寄せられた提案のうち約２割が検討対象外等とさ

れているほか、関係府省と調整を行った提案の中には、提案どおりの対応になっていないも

のや、引き続き検討するとされたまま進捗が見られない提案も多く含まれています。国にお

いては、地方分権改革を着実に推進するという「提案募集方式」の趣旨を踏まえ、地方から

の提案を最大限実現する方向で積極的に取り組むよう要望します。 

 

２ 指定都市への事務・権限及び税財源の移譲推進と多様な大都市制度の早期実現 

地方分権改革の進展や市町村合併等により、広域自治体と基礎自治体の役割が大きく

変化する中、基礎自治体優先の原則の下、住民サービスの更なる向上を図るためには、事

務・権限とこれに見合う税財源の移譲により真の分権型社会を実現する必要があります。 

しかしながら、現行の指定都市制度は、事務・権限の在り方、税財源の仕組みなどにおい

て課題があり、人口減少・少子高齢化、社会資本の老朽化などの課題や圏域全体の活性

化・発展の牽引役として指定都市が求められる役割に十分に対応できる制度にはなってい

ません。 

こうしたことから、指定都市への事務・権限と税財源の移譲を進めるとともに、「特別自治

市」制度の法制化など、地域の特性に応じた多様な大都市制度の早期実現を要望します。 

 

 

 

１  国による義務付け・枠付けについて、早期の廃止を基本とした更なる見直しを

行うとともに、「提案募集方式」による地方からの提案を最大限実現する方向で

積極的に取り組むこと。 

２  基礎自治体優先の原則の下、住民サービスの更なる向上を図るため、指定

都市への事務・権限及び税財源の移譲を積極的に進めるとともに、地域の特性

に応じた多様な大都市制度を早期に実現すること。 

内閣府、総務省 【提案・要望事項】 

７ 地方分権改革の推進 

【提案・要望の担当】 

市長公室広域行政課長  植村 哲哉  ℡042-769-8248 
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【提案・要望の説明】 

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律により、個人情報の保護

に関する法律について改正され、令和５年４月から地方公共団体に係る部分について施行

されることになり、地方公共団体の個人情報保護制度に新たな法律が直接適用されることに

なります。 

今般、法律施行令等が公布されるとともに、ガイドライン等が公表されました。策定に当た

っては、地方公共団体の意見を十分に聞きながら混乱が生じないよう慎重に検討を進めるこ

とを求めてきたところですが、公表された内容を見ると、個別ケースに応じた判断基準が具体

的に示されていないことや、歴史的公文書の定義に問題が生じるなど、地方公共団体の実

情を踏まえた内容にはなっておらず、今後の運用に支障が生じるおそれがあります。 

地方公共団体の個人情報保護制度は、法律の施行以前より地方公共団体の取組の方が

先行し、条例を制定してきた経過もあり、十分な保護措置を講ずるため、地方公共団体の実

情に応じた様々な工夫がなされてきております。 

つきましては、法律の趣旨・目的に反しない限り、地方公共団体が引き続き独自の保護措

置を講ずることができる裁量権を最大限認めるとともに、法律施行令やガイドラインについて

は、地方公共団体の実情を踏まえた内容に改正するよう要望します。 

 

 

 

 

改正された個人情報保護法の施行に当たっては、十分な保護措置を講ずるた

め、地方公共団体の実情に応じた様々な取組がなされている経緯を踏まえ、法律

の趣旨・目的に反しない限り、地方公共団体が引き続き独自の保護措置を講ずる

ことができる裁量権を最大限認めるとともに、法律施行令やガイドラインについて

は、地方公共団体の実情を踏まえた内容に改正すること。 

８ 個人情報保護制度の見直しに伴う対応等 

内閣府、総務省 【提案・要望事項】 

総務局情報公開・文書管理課長  山口 和明  ℡042-769-8331 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

１ 地方交付税の必要額の確保 

地方の財政需要や地方税等の収入を的確に見込むとともに、地方公共団体の予算編成

に支障が生じないよう具体的な算定方法や算定基準を早期に明示し、地方公共団体におけ

る地方交付税額の予見可能性が確保されるよう要望します。 

 

２ 臨時財政対策債の廃止を含めた見直し 

国の財源不足額を補塡するため、地方が発行する仕組みとなっている臨時財政対策債は、

平成１３年度に導入されて以降、期間の延長が続き、地方財政計画において令和４年度まで

延長されることとなっております。 

臨時財政対策債の発行可能額は、本来であれば地方交付税として交付されるべきもので

すが、臨時財政対策債は実態として赤字地方債であり、その元利償還金が翌年度以降の地

方交付税で措置されるとしても、地方債に依存した財政措置は負担の先送りであり、元利償

還時の財政の硬直化を招くことになります。 

こうしたことから、地方財源の不足については、地方交付税の法定率引上げによって対応

されるよう要望します。 

 

 

 

 

 
 
 

１  地方の財政需要や地方税等の収入を的確に見込み、必要額を確保すること。 

また、地方公共団体の予算編成に支障が生じないよう、地方交付税額の予見可

能性を確保すること。 

２  地方財源の不足への対応については、地方交付税の法定率の引上げによっ

て対応し、臨時財政対策債の廃止も含めて見直しを行うこと。 

総務省 
【提案・要望事項】 

９ 地方交付税制度の見直し 

財政局財政課長  宮地 誠一郎  ℡042-769-8216  

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

  令和４年度中にほぼ全国民に行き渡ることを目指し、国によるマイナンバーカード

の普及・用途促進が進められており、交付窓口である市区町村へ財源措置が講じられ

ています。 

  本市におきましてもマイナンバーカードの普及促進や交付申請件数の増加に対応

するため、端末や人員の増加等体制整備に取り組んでいるところでありますが、今後

普及が進むことで市区町村窓口でのカード更新手続等の事務量が増大し、その対応と

して窓口等の機材賃借や人員の確保などは継続しなければなりません。 

こうしたことから、マイナンバーカードが全国民に行き渡った後においてもカード

の交付・更新等に関する体制整備の維持に対して、固定的な財政支援の構築を要望し

ます。 

 

 

総務省 【提案・要望事項】 

１０ マイナンバーカード普及促進に係る財政支援の拡充 

 
市民局区政推進課マイナンバーカード普及促進室長  千葉 秀樹  ℡042-769-8309 

 マイナンバーカードの普及が進むことによる市区町村窓口の事務量増大に対す

る将来にわたった固定的な財政支援を構築すること。 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

令和元年国民生活基礎調査によれば、全国の子どもの貧困率は、１３．５％で、７人

に１人が貧困の状況に置かれています。 
そのため、国や地方公共団体において、全ての子どもたちが、家庭の経済状況に左右

されず、安心して修学できる社会の実現に向けた取組が進められており、授業料につい

ては、国の「高等学校等就学支援金」と合わせ、各都道府県で実施している独自の制度

により、一定の世帯年収まで私立学校も含め実質的な無償化が行われています。 
一方、授業料以外の学校教育費の支援策については、都道府県が国からの補助金を活

用して実施している、低所得世帯を対象とした「高校生等奨学給付金」があり、毎年給

付額の見直しが行われていますが、依然として保護者の負担が大きい状況にあることか

ら、「子供の学習費調査」に基づく授業料以外の学校教育費を賄うことができる額に増額

することを要望します。 
また、私立高等学校等の通信制に係る授業料及び授業料以外の費用については、「子供

の学習費調査」の対象外とされておりますが、適切な支援を行うために必要な情報であ

ることから、スクーリング等の特性を含め、全日制と同様に所要額の把握に努め、公表

することを要望します。 
本市においては、「高校生等奨学給付金」の不足等を補うため、低所得世帯を対象とし

た給付型奨学金制度を実施しており、子どもの貧困対策の観点から成績要件を設けるこ

となく、市民税所得割額が非課税の世帯に属する高校生に対し奨学金を給付しています

が、継続的に事業を実施するための財源の確保が課題となっていることから、国におい

て授業料以外の学校教育費を賄うことができる額に増額されるまでの間、必要な財政支

援を行うよう要望します。 
相模原市奨学金（給付型）の概要 

奨学金
の項目 

金額 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

人数 
決算額 
(千円) 

人数 
決算見込額 
(千円) 

人数 
予算額 
(千円) 

入学 
支度金 

高等学校等入学時 
20,000 円 

307 6,140 290 5,800 360 7,200 

修学 
資金 

最短修業年数に応じ、
３年間又は４年間 

年額 100,000 円 
863 83,576 824 79,272 851 82,547 

合計  89,716  85,072  89,747 

 

 

子どもの貧困対策の観点から、高校生等が安心して学校に通うことができるよう

高校生等奨学給付金の給付額について、高等学校等の授業料以外に必要となる

費用を賄うことができる金額に増額すること。 

文部科学省 【提案・要望事項】 

１１ 高校生等への修学支援の更なる充実 

【提案・要望の担当】 

教育局学務課長   佐藤 洋一  ℡042-769-9262 
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【提案・要望の説明】 

１ 一人ひとりの児童生徒に向き合うための教職員定数の改善 

子どもを取り巻く環境が複雑化・多様化する中、児童生徒が抱える問題もますます複雑

化・多様化しています。さらに、新学習指導要領の実施に伴う授業時数の増加により、児童

生徒一人ひとりが抱える個別の課題に向き合うための、教員の時間の確保が困難となって

いる現状があります。 

このことから、中学校における３５人以下学級の実現を含め、学級編制の標準の更なる改

定を進めるとともに、生徒指導等で特別な指導が行われる場合に措置される「児童生徒支

援加配」の拡充や小学校における教科担任制の導入、専科教員による指導の充実等のた

めの加配定数の拡充を要望します。 

 

２ 教育支援センターのための教職員の加配定数措置 

不登校の児童生徒が増加する中で、当該児童生徒に対し、集団生活への適応、情緒の

安定、基礎学力の補充、基本的生活習慣の改善等の相談・適応指導を組織的、計画的に

行い、在籍校と連携して学校復帰や社会的自立に向けた支援を実施する教育支援センタ

ーの役割は重要であります。 

しかしながら、教育支援センターにおける教職員の配置については、現在、地方公共団

体が独自に措置している状況です。 

このことから、教育支援センターに係る教職員について、義務標準法に基づく加配定数と

して措置するよう要望します。 

 

３ スクールカウンセラー等の活用に対する財源の確保 

児童生徒が抱える課題が複雑化・多様化する中、適切な支援を行うためには、スクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワーカーの活用による教育相談機能の充実が効果的です。 

このことから、スクールカウンセラー等の定数化を要望するとともに、定数化されるまでの

間については、その活用に対する財政支援を行うよう要望します。 

 

 
 

１  中学校における３５人以下学級の実現を含め、学級編制の標準の更なる改定

を進めること。 

  また、児童生徒指導等で特別な指導が行われる場合に措置される「児童生徒

支援加配」をはじめとする加配定数を拡充すること。 

２  教育支援センターのための教職員について、義務標準法に基づく加配定数と

して措置すること。 

３  スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの定数化を図ること。 

文部科学省 【提案・要望事項】 

１２ 教職員定数の改善等 

教育局学校教育部教職員人事課長      中井 一臣  ℡042-769-8279 

教育局学校教育部青少年相談センター所長  加藤 政義  ℡042-769-8285 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

令和２年４月から実施されている「小学校学習指導要領」では、小学校第３・４学年

で外国語活動、第５・６学年で外国語科を実施することとされました。また、授業を実

施するに当たっては、ネイティブ・スピーカーなどの協力を得る等、指導体制の充実を

図ることが示されました。 

新たな学習指導要領に基づき、外国語教育に係る授業時間数の増加、指導体制の充実

や学習指導内容の高度化を図るためには、ネイティブ・スピーカーである外国人英語指

導助手（ＡＬＴ）の計画的な配置が必要不可欠であることから、優秀で必要十分な人材

の確保が求められるところです。 

こうしたことから、実効性のある学習指導が行えるよう、民間事業者からの労働者派

遣等による外国人英語指導助手（ＡＬＴ）の配置に係る財政措置の拡充を要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

外国語教育の充実を図るため、労働者派遣等による外国人英語指導助手（ＡＬ

Ｔ）の配置に係る財政支援を拡充すること。 

文部科学省 【提案・要望事項】 

１３ 外国人英語指導助手（ＡＬＴ）の配置に係る財政支援 

本市における外国人英語指導助手(ＡＬＴ)に係る事業費の推移 

教育局学校教育部学校教育課長  松本 祥勝  ℡042-704-8918  

【提案・要望の担当】 

（単位：千円） 
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※令和 2年度については、学校休業による未配置期間が発生したため、当初予算より事業費が減額。 

61 名 
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【提案・要望の説明】 

本市では、令和元年１２月に国が発表したＧＩＧＡスクール構想により、令和２年度中に児童

生徒１人１台のタブレットＰＣ及び高速大容量の通信ネットワークを学校に整備しました。 

ＧＩＧＡスクール構想を推進するに当たっては、１人１台のタブレットＰＣを活用するために必

要となる端末・ネットワークの運用保守やセキュリティ対策、学習用ソフトウェアなどに係るランニ

ングコスト、予備用端末の確保に係る費用、安定してインターネットに接続するための通信回線

使用料、授業での著作物利用のための授業目的公衆送信補償金など、引き続き地方単独で

の負担増が課題となっています。 

また、教職員・児童生徒が１人１台のタブレットＰＣを最大限活用し、一層充実した学習活動

等を継続的に展開していくためには、老朽化している大型提示装置（大型モニタ）の更新や、 

ＩＣＴ支援員の拡充、インターネット通信環境を整えることができない家庭への支援など、更なる

環境整備や支援体制の確立に要する経費のほか、数年後、大量一括に生じるタブレットＰＣの

ハードウェア更新に要する経費について、財源の確保が課題となっています。 

こうしたことから、ＧＩＧＡスクール構想の推進に当たっては、必要となるランニングコストや環

境整備等に係る経費が増大しているものの、十分な財政措置が講じられているとは言い難いた

め、これらの経費が対象となる補助事業の新設など、国による必要な財政支援を行うよう要望し

ます。 

 

 
 
 
 
 
 
 

ＧＩＧＡスクール構想を推進するに当たって必要となるランニングコストや環境整

備等に係る経費が増大していることから、補助事業の新設など必要な財政支援を

行うこと。 

文部科学省 【提案・要望事項】 

１４ ＧＩＧＡスクール構想の推進に向けた財政支援 

教育局学校教育部教育センター所長  宮原 幸雄  ℡042-756-3647  

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

精神障害者については、平成３０年４月から障害者雇用義務の対象に追加されましたが、

職場定着率については、他の障害種別と比べ低い状況にあります。 

一方で、短時間勤務で雇用された精神障害者は、定着率が高くなる傾向があり、本市に

おいても、令和元年度から精神障害者の常勤職員及び会計年度任用短時間勤務職員を

採用していますが、常勤職員に比べ短時間勤務職員の定着率は高い状況にあります。 

精神障害者の雇用をより推進していくためには、短時間での雇用形態を整備していく必

要がありますが、週所定労働時間が２０時間未満の労働者は雇用率にカウントできないこと

などにより地方公共団体での雇用が進まず、結果、精神障害者が働きやすい環境が整って

いない状況にあります。 

こうしたことから、精神障害者に関する雇用率のカウント方法について、勤務時間に応じ

た段階的なカウントや身体・知的障害と同様の等級に応じたカウントの上積みの導入、雇用

から３年以内等となっている短時間勤務職員に係る特例の恒久制度化など、精神障害者の

雇用促進のための必要な措置を講じるよう要望します。 

また、本市では障害者の雇用の促進等に関する法律第４２条に規定する特例認定を受

けて市長事務部局と教育委員会が一体となって、障害者雇用に係る取組を進めております

が、教育委員会における障害者雇用率は低い傾向にあり、全国的にも令和２年７月に公表

された「教育委員会における障害者雇用に関する実態調査」において、教育委員会におけ

る障害者雇用が十分でないとされ、課題となっています。 

市全体として障害者雇用の促進に繋げるためには、教育現場における障害者雇用には

特有のニーズがあることなどを踏まえ、各機関がそれぞれの課題の解決に向けて、責任を

持って取り組むことが必要と考えられることから、同法第４２条に規定される特例認定につい

て、認定を受けている機関ごとに採用や人事配置、労務等を行っているなど、一定の基準

を満たす場合には、地方公共団体の実情に応じて選択できるような仕組みとするよう要望し

ます。 

 

 

 

精神障害者の雇用を促進するため、勤務時間に応じた段階的なカウントや等級

に応じたカウントの上積みの導入、短時間勤務職員に係る特例の恒久制度化な

ど、必要な措置を講ずること。 

また、障害者の雇用の促進等に関する法律第４２条に規定する特例認定につい

て、地方公共団体の実情に応じて選択できるよう見直すこと。 

厚生労働省 【提案・要望事項】 

１５ 障害者雇用に係る雇用率のカウント方法の見直し及び 

地方特例制度の弾力的運用等 

総務局人事・給与課長  大田 康雄  ℡042-769-8213  

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

全国的な高齢化の進行に伴い火葬需要が増加しており、とりわけ、人口が集中する首

都圏においてはその状況が顕著であることから、多くの地方公共団体において新たな火

葬場の整備や既存施設の拡充が喫緊の課題となっています。 

そのような中、地域社会にとって必要不可欠である下水道、ごみ処理施設等に対して

は、整備費補助等の国庫補助施策等が講じられているにもかかわらず、同様に必要不可

欠な施設である火葬場の整備に対しては国庫補助施策等がなく、これに特化した起債制

度や交付税措置もありません。火葬場の経営主体は、原則として市町村等の地方公共団

体とされていることから、その整備費が地方財政にとって大きな負担となっています。 

こうしたことから、国庫補助制度として、火葬場の新設及び既存施設の拡充に係る整

備事業費補助制度を創設することを要望します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「墓地、埋葬等に関する法律」に地方公共団体の火葬場の新設及び既存施設の

拡充に対する国の財政支援を定めた上で、国庫補助制度として火葬場整備事業

費補助制度を創設すること。 

１６ 国庫補助事業「火葬場整備事業費補助制度」の創設 

厚生労働省 
【提案・要望事項】 

【提案・要望の担当】 

市民局区政推進課斎場準備室長  金子 大介  ℡042-707-7025 
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【提案・要望の説明】 

昨年、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律が施行され、医療的ケア児

とその家族の地域生活の支援は、ますます重要となっています。 

こうした中、本市では、国が実施する医療的ケア児等総合支援事業に基づき、医療的ケア

児の在宅での療養が一時的に困難になった場合などに備え、短期入所先を確保するために

市内の医療機関の運営に対して支援を行っているほか、保健、医療、福祉、子育て、教育等

の必要なサービスの利用等を調整するコーディネーターの配置や医療的ケア児等が直面す

る課題やその対応策を検討する協議の場の設置、さらに支援者の育成のための研修等を実

施しています。 

また、医療技術の進歩による医療的ケア児の増加や加齢に応じた支援など、今後、医療

的ケア児等への支援については、更なる拡充を検討していく必要があります。 

一方で、医療的ケア児等総合支援事業の国庫補助基準額は、医療的ケア児等への支援

に係る事業費の額に関わらず、各自治体で一律とされています。 

こうしたことから、今後も引き続き、医療的ケア児等に対し、きめ細かい支援が実施できるよ

う、医療的ケア児等総合支援事業の国庫補助基準額を人口規模や事業の実施状況に応じ

た基準額に見直しをするよう要望します。 

 

 

 

 

 
 
 

医療的ケア児等総合支援事業の国庫補助基準額を人口規模や事業の実施状

況に応じた基準額に見直しをすること。 

厚生労働省 【提案・要望事項】 

１７ 医療的ケア児等総合支援事業の国庫補助基準額の 

見直し 

健康福祉局地域包括ケア推進部高齢・障害者福祉課長  小林 誠  ℡042-707-7055  

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

本市では、急病患者に対する医療及び搬送業務の円滑化を推進するため、救命救急セ

ンター事業、二次救急医療体制確保事業、脳神経系地域協力事業などに対して、市独自で

補助を行っています。 

特に、脳卒中はわが国の死亡・寝たきり・要介護となった原因の大きな割合を占めると言わ

れており、その中でも高齢者の発症が多く、高齢化に伴い発症者数はさらに増加傾向になる

と見込まれます。 

脳卒中のうち脳梗塞については、経静脈的血栓溶解療法（以下「ｔ-PA 静注療法」という。）

を早期に開始することにより劇的な改善を見込むことができますが、全国的に見て t-PA 静

注療法の実施率は非常に低く、地域格差も大きいのが現状であり、その根底には専門医師

の不足などの問題点があることから、病院体制の整備に対する支援が必要です。 

こうしたことから、地方公共団体が行う支援に加え、国においても、救命救急センター、二

次救急医療及び脳神経系救急医療の体制確保に必要な医師の確保対策を講じるとともに、

財政支援を行うよう要望します。 

 

 

 

 
 
 

急病患者に対する医療及び搬送業務の円滑化を推進するため、救命救急セン

ター、二次救急医療体制及び脳神経系救急医療体制確保に必要な医師の確保対

策を講じるとともに財政支援を行うこと。 

厚生労働省 【提案・要望事項】 

１８ 救命救急センター、二次救急医療体制及び 

脳神経系救急医療体制確保に必要な財政支援等 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局保健衛生部医療政策課長  井上 美紀  ℡042-769-9230 
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【提案・要望の説明】 

災害医療については、国が定める防災基本計画において、国や地方公共団体は災害発

生時における救急医療体制の整備や応急救護用医薬品、医療資機材等の備蓄に努めるも

のとされており、本市では、災害時における医療救護体制を構築するための検討会の開催

や救護所における医療資機材等の備蓄、各種防災訓練の実施などを計画的に行っていま

す。 

災害時医療救護体制の整備には、医学的な専門知識が必要であり、医師等が参加する

検討会等の開催が必要でありますが、当該検討会等の委員への報酬に対する財政的な負

担のほか、救護所に備蓄する資機材については定期的な滅菌が必要となるなど、市の費用

負担が課題となっており、国の補助制度等もない状況です。 

こうしたことから、災害時における医療救護活動を円滑に行うため開催している市災害時

医療救護検討会や救護所における医療資機材の備蓄、維持管理などに必要な財政支援を

行うよう要望します。 

 

 

 

 
 
 

災害時における医療救護活動を円滑に行うための市災害時医療救護検討会や

救護所における医療資機材の備蓄、維持管理に必要な財政支援を行うこと。 

厚生労働省 
【提案・要望事項】 

１９ 災害時医療救護体制に係る財政支援 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局保健衛生部医療政策課長  井上 美紀  ℡042-769-9230 
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【提案・要望の説明】 

本市では、団塊の世代が後期高齢者となる令和７年に入院及び在宅医療等の医療需要

が１日に１６，０００人以上と推計されており、その後も増加が見込まれることから、これを支え

る医療人材として、看護師等の育成・確保対策を進めていく必要があります。 

市内で従事する看護師等の養成・確保を図るため、市内看護職養成施設である看護専門

学校の運営支援を行っており、さらに、「看護する心」の重要性の認識及び看護についての

市民理解を促進するために関係団体が行っている事業や看護師等の有資格者でありながら

看護職に従事していない潜在看護師を対象とした就職相談会、技術研修会の開催などに対

して助成を行っていますが、財政的な負担が課題となっています。 

こうしたことから、高齢社会における保健医療を担う看護師等の確保を図り、国民に良質か

つ適切な医療の提供ができるよう、地方公共団体が行う看護職員確保対策に対して必要な

財政支援を行うよう要望します。 

 

 

 

 
 
 

看護師等の養成・確保を図るため、地方公共団体が行う看護職員確保対策に必

要な財政支援を行うこと。 

厚生労働省 
【提案・要望事項】 

２０ 看護職員確保対策に必要な財政支援 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局保健衛生部医療政策課長  井上 美紀  ℡042-769-9230 
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【提案・要望の説明】 

造血幹細胞移植後は、移植前に得られていた免疫が低下もしくは消失し、感染症に罹患す

る可能性が高くなりますが、定期接種以外の予防接種は、接種費用の全額を被接種者が負担

しなければならず、高額な費用負担が接種の障害となっていることから、感染症の発生及びま

ん延防止のため、造血幹細胞移植後に必要と認められるワクチンの再接種について、予防接

種法上の定期予防接種に位置付けることを要望します。 

また、おたふくかぜ及び帯状疱疹ワクチンについては、引き続き定期接種化の検討を行う

こととされていますが、疾病の発生・まん延防止及び市民の健康保持のため、財源の確保、ワ

クチン供給体制の確立などの課題を解決し、早期の定期接種化を実現するよう要望します。 

さらに、風疹、日本脳炎などのＡ類疾病の定期予防接種は、ほとんどの市町村において全

額公費負担をしている状況であり、広く接種を促進していくことが望ましいとされたワクチンが、

順次定期接種化されている中、自治体の財政負担は増加しています。 

定期接種に係る財源については、地方交付税の拡充措置がなされたところですが、安定的

な事業を実施し、必要とする人すべてが等しく接種できるよう、国の責任において財源を全額

国庫負担とすることを要望します。 

加えて、定期接種化されたワクチンの増加に伴い、接種回数や接種間隔が複雑多様化し、

予防接種を受ける子どもや保護者等の通院に係る負担が大きくなっているとともに、予防接種

の増加により本市の財政負担が増加していることから、その負担軽減が図られるよう、多種の混

合ワクチンの導入の検討、開発の促進等を要望します。 

 
 
 
 
 

 

【提案・要望事項】 

２１ 任意予防接種の早期定期予防接種化と財源確保 

１  造血幹細胞移植後のワクチン再接種を予防接種法上の定期予防接種に位置

付けること。 

２  定期予防接種の対象とすることについて検討することとしている、おたふくかぜ

及び帯状疱疹について、疾病の発生・まん延防止の観点から、早期に定期接種

化すること。 

３  定期接種に係る財源については、国の責任において全額国庫負担とすること。 

４  多種の混合ワクチンの開発などにより、複雑多様化している予防接種に係る子

どもや保護者等への負担や予防接種に要する市の財政負担の軽減を図ること。 

健康福祉局保健衛生部疾病対策課長  関 みどり  ℡042-769-8346 

厚生労働省 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

本市では、感染症法第２４条第３項の規定に基づき審議を行っていますが、当該診査協

議会に参加する委員に対する報酬について国からの補助はなく、また、感染症法第５３条の

２の規定に基づき学校又は施設の長が行う結核に係る定期の健康診断に要する費用につ

いても、国からの補助金や交付税措置の対象外となっています。 

こうしたことから、法定事業に係る経費については、国の補助制度の対象とするよう要望し

ます。 

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下「感染症法」と

いう。）第２４条第３項の規定に基づく審議を行っている感染症診査協議会に参加す

る委員に対する報酬や感染症法第５３条の２に基づき、学校又は施設の長が行う結

核に係る定期の健康診断に要する費用について、国の補助制度の対象とすること。 

厚生労働省 【提案・要望事項】 

２２ 感染症法に基づく感染症診査協議会及び健康診断事業 

に必要な財政支援 

健康福祉局保健衛生部感染症対策課長  金井 成美  ℡042-769-7201 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

本市では、初期救急医療体制を確保し、休日・夜間における急病患者に対応するため、

急病診療所を市医師会に、急患調剤薬局を市薬剤師会に委託して運営しています。 

しかしながら、急病診療所の患者数減少に伴い、診療報酬収入及び調剤収入が減少して

いることから、市の財政負担が増加しています。 

当該事業の支出抑制を行ってはいるものの、財源不足により事業の継続が困難となるお

それがあることから、持続的かつ安定的に初期救急医療体制を確保していくため、国による

必要な財政支援を行うよう要望します。 

 

 

 

 
 
 

持続的かつ安定的な初期救急医療体制を確保するために必要な財政支援を行

うこと。 

厚生労働省 【提案・要望事項】 

２３ 休日夜間における救急医療に対する財政支援 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局保健衛生部医療政策課長  井上 美紀  ℡042-769-9230 
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【提案・要望の説明】 

地方衛生研究所については、食品衛生法や感染症の予防及び感染症患者に対する医

療に関する法律などにおける法的な位置付けがなく、施設、設備及び検査機器の整備・更

新についても国からの補助制度がない状況です。 

食品等の収去検査、浴槽水や河川水・地下水等の水質検査は、市民の安全と健康を守る

上で基本的な事業・施策であり、本市においても衛生研究所が庁内唯一の検査機関として、

食品や浴槽水等の検査を実施していますが、当該検査に使用する検査機器の取得及び耐

用年数に応じた計画的な更新並びに消耗品・医薬材料の調達が課題となっています。 

   特に、検査機器には高額なものが多く、現状では国庫補助制度等がないため、本市が当

該検査機器を新規取得又は更新する際の支障となっています。 

   こうしたことから、地方衛生研究所の法的な位置付けを明確にした上で、試験検査に使用

する施設、設備及び検査機器の整備・更新並びに消耗品・医薬材料の調達に係る国庫補

助制度を創設するよう要望します。 

 

 

 

 
 
 

食品衛生及び環境衛生の試験検査に使用する施設、設備及び検査機器の整

備・更新並びに消耗品・医薬材料の調達に係る国庫補助制度を創設すること。 

厚生労働省 
【提案・要望事項】 

２４ 食品衛生、環境衛生及び河川水・地下水等の検査に 

係る国庫補助制度の創設 

健康福祉局保健衛生部衛生研究所長  中村 廣志  ℡042-769-8348 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

精神障害者が地域で安心して暮らすためには、精神障害や精神障害者に対する正しい理

解を地域全体で共有することや、切れ目のない支援体制を整えることが重要です。 

このため、国においては、地方公共団体が実施する普及啓発の取組を支援するとともに、真

の共生社会の実現に向けて、地域や世代を超えた国全体での積極的な普及啓発に取り組む

ことを要望します。 

措置入院となった者については、入院早期から必要な支援が受けられる仕組みを整備する

必要があるため、平成３０年３月には、地方自治法に基づく技術的な助言として、「地方公共団

体による精神障害者の退院後支援に関するガイドライン」が示され、それを受けて、各地方公

共団体は地域の実情に応じて支援を行っているところです。 

しかしながら、現状では、支援の対象や支援体制が地方公共団体ごとに異なることから、支

援対象者が居住地を移した場合、継続的な支援を受けられないことが懸念されます。 

また、当該ガイドラインを受けた地方公共団体等における支援体制の整備に当たって、精神

保健福祉士、保健師等の人材の確保及び育成は、大きな課題であると同時に負担となってお

り、財政支援策も不十分です。 

そこで、これらの課題を解決し、措置入院者等が退院後に本人の意思を尊重した医療、保

健、福祉等の包括的な支援を継続的に受けられるよう、国の責任において退院後支援の仕組

みを整備するよう要望します。 

また、整備に当たっては当事者等の意見を十分に踏まえて、措置入院者等の人権や個人情

報の取扱いに配慮するほか、実務を担う地方公共団体からも意見を聴取し、財政的な支援を

含め、制度に反映させるとともに、支援拡充に必要な人材の確保、育成が円滑に行われる仕

組みを構築するよう要望します。 

 

 

 

１  地域で暮らす全ての人々が精神障害や精神障害者等について正しく理解し、

偏見や差別のない共生社会が実現できるよう、地方公共団体における取組を支

援するとともに、国としても積極的な普及啓発を行うこと。 

２  措置入院者等が退院後にどの地域においても必要な支援を継続して受けるこ

とができるよう、国の責任において退院後支援の仕組みを整備すること。 

また、仕組みの整備に当たっては、措置入院者等の人権や個人情報の取扱い

に配慮するとともに、地方公共団体への財政的な支援を含め、支援拡充に必要

な人材の確保、育成が円滑に行われる仕組みを構築すること。 

厚生労働省 【提案・要望事項】 

２５ 精神障害者が地域で安心して暮らすための理解の促進 

と措置入院者等の退院後支援に係る仕組みの整備 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局地域包括ケア推進部高齢・障害者福祉課長 小林 誠  ℡042-707-7055 

健康福祉局地域包括ケア推進部精神保健福祉課長   岩田 隆之 ℡042-769-9813 
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【提案・要望の説明】 

地域活動支援センターについては、国の地域生活支援事業等により運営費などの一部を

補助していただいているところですが、本市では、障害者へのサービスの更なる質の向上及

び事業運営の安定化を目的として、地域活動支援センターから障害福祉サービス事業所へ

移行するための経費の一部を本市独自で補助しています。 

障害福祉サービス事業所への移行に伴い、利用者側としては、施設の人員や設備が充実

した環境でより良いサービスを受けられ、事業所側としてもサービス量に応じて法定給付費

が給付されることにより、財政的に安定した運営を行うことが可能となります。 

こうしたことから、今後も引き続き、障害福祉サービス事業所への移行を促進するために、

国としても当該移行促進事業に対する財政支援を要望します。 

 

 

 

 
 
 

障害者へのサービスの更なる質の向上及び事業運営の安定化を目的として実

施している地域活動支援センターから障害福祉サービス事業所への移行に対する

財政支援を行うこと。 

厚生労働省 【提案・要望事項】 

２６ 障害福祉サービス事業所への移行促進に係る財政支援 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局地域包括ケア推進部高齢・障害者福祉課長  小林 誠   ℡042-707-7055  
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【提案・要望の説明】 

本市では、在宅で生活する重度障害者の社会参加の支援や障害者施設への通所に係

る経済的な負担を軽減するため、交通費等の助成を本市独自に行っていますが、障害

者手帳の取得者の増加により、今後さらに重度の身体、知的、精神障害者への支援に係る

事業費の増加が見込まれます。 

また、地域生活支援事業は、補助対象となる事業の経費に対して国が認める補助基準額

が大きく下回っているため、実質的な補助率は１／３程度となっており、市の財政的な負担が

課題となっています。 

こうしたことから、地方公共団体が障害者に対して持続的な支援が行えるよう地域

生活支援事業の中の移動支援事業として、障害者がタクシーを利用するときの費用、

自家用車を使用するときの燃料費及び障害者施設に通所するときの交通費の助成事業

についても、移動支援事業の対象とするとともに、地域の実態に即した事業を着実に実施

するため、国庫補助金の対象事業の経費に対して補助率 50/100 になるよう補助基準額の

算定方法の見直しを要望します。 

 

 

 

 

地域生活支援事業の中の移動支援事業として、タクシーの利用料、自動車の燃

料費及び障害者の施設通所に係る交通費の助成事業も対象とすること。 

また、地域生活支援事業について、国庫補助金の対象事業の経費に対して補

助率 50/100 になるよう補助基準額の算定方法を見直すこと。 

厚生労働省 【提案・要望事項】 

２７ 地域生活支援事業の拡大と補助基準額の見直し 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局地域包括ケア推進部高齢・障害者支援課長  小原 隆  ℡042-769-9249 
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【提案・要望の説明】 

本市では、在宅の寝たきり高齢者等について、日常生活を送る上での本人や介護者への

負担の軽減などを目的として、紙おむつの支給や寝具の乾燥消毒サービスを実施するほか、

ひとり暮らしの高齢者が急病等の緊急時に迅速に通報するシステムを運営するなど、在宅の

高齢者に対する福祉サービスを実施しておりますが、現在、国等からの財政的な支援制度

はなく、本市独自で補助等を行っています。 

また、高齢者の人口の割合は、増加傾向にあり、市の財政上、在宅福祉サービスの運営

がままならない状況にあります。 

在宅福祉サービスは、高齢者等が日常生活を送る上でも必要なサービスであり、当該サ

ービスを必要としている方に対して、持続的な支援が全ての市町村で行えるよう国からの財

政的な支援や介護保険制度の改正を要望します。 

 

本市で行っている主な在宅福祉サービス 

事業名 事業の内容 対象人数（Ｒ３） 

寝たきり高齢者等 

紙おむつ支給事業 

在宅の寝たきり高齢者や認知症高齢者等の療養負担及び介

護者の介護負担を軽減するため、紙おむつ等の支給を行う。 
８１２名 

寝具乾燥消毒事業 
要介護者等の自宅において寝具の衛生管理等が困難な状

況にある者に対し、寝具の乾燥消毒サービスを実施する。 
４８名 

寝たきり高齢者等 

移送サービス利用 

助成事業 

在宅の寝たきり高齢者等に対し、全介助を伴う移送サービス

に要する民間タクシー料金の一部を助成する。 
８９０名 

寝たきり高齢者出張

理美容サービス助成

事業 

寝たきりで理美容店に行けない在宅の高齢者に対して、居宅

で理髪・美容を手軽に受けられるよう出張料を含めた料金の

一部を助成する。 

７６５名 

緊急通報システム 

運営事業 

電話のない世帯へ電話を貸与する。また、ひとり暮らしの高

齢者等の急病等の緊急時に対応するため、緊急通報システ

ムを運営する。 

（電話貸与） 

２０２名 

（緊急通報システム） 

９５０名 

 

 

在宅福祉サービスを必要としている方に対して、持続的な支援が全ての市町村

でも行えるよう国からの財政支援や介護保険制度の改正を行うこと。 

厚生労働省 【提案・要望事項】 

２８ 在宅高齢者への福祉サービスに係る財政支援等 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局地域包括ケア推進部高齢・障害者支援課長  小原 隆  ℡042-769-9249 
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【提案・要望の説明】 

超高齢社会において、安心して質の高い介護サービスを利用できる環境を整えるため、

介護施設等の安定的な運営を図ることは重要であり、老朽化した施設の大規模修繕等を促

進することが必要です。 

このような中、令和２年度から地域医療介護総合確保基金において、介護施設等の創設

を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業が創設され、広域型施設の大規

模修繕・耐震化事業について国による支援措置が講じられたところです。 

しかしながら、本事業は、介護施設等を１施設創設することが条件とされており、高齢者保

健福祉計画における総量規制により事業者が整備計画を立てにくいこと、老朽化が進む広

域型施設を運営する法人にとって、新規施設の開設に要する費用を賄うのは負担が大きい

ことなどの理由から、老朽化した施設の支援に結びついていない現状があります。 

こうしたことから、老朽化した施設の修繕に特化した補助制度への見直しを行うことを要望

します。 

 
 
 
 
 

 

地域医療介護総合確保基金における介護施設等の創設を条件に行う広域型施

設の大規模修繕・耐震化整備事業について、老朽化した施設の修繕に特化した補

助制度への見直しを行うこと。 

厚生労働省 
【提案・要望事項】 

２９ 地域医療介護総合確保基金制度の見直し 

健康福祉局地域包括ケア推進部福祉基盤課長  仕明 亮太  ℡042-769-9226 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

人工呼吸器等を使用している医療的ケア児や重度障害者に対する災害時などにおける

停電時に備えた非常用電源の確保については、生命の危機に直結する喫緊の課題です。

そのため、近年、自然災害が増加している背景もあり、それぞれの市町村で非常用電源を購

入する際の費用について独自の助成制度を創設、もしくは日常生活用具給付等事業におけ

る対象種目に追加する動きが広がりつつあります。 

国としては、非常用電源は一般品であり、日常生活用具の要件に該当しないという考えで

ある一方で、日常生活用具の種目に追加する判断は市町村に委ねているという現状である

ため、市町村の格差が広がっていると考えます。 

また、災害時における人工呼吸器使用患者向けの簡易自家発電装置等の整備について

は、国と都道府県が行っている在宅人工呼吸器使用者非常用電源整備事業がありますが、

本市では本事業を活用している医療機関はなく、十分に制度が行き届いておりません。 

本市が行った医療的ケア児等への調査でも、多くの人が災害時の課題として電源の確保

を挙げており、一定期間在宅避難ができるだけの電源の確保は必要であることから、国として

災害時非常用電源の日常生活用具の対象種目への追加を認めていただくとともに、在宅人

工呼吸器使用者非常用電源整備事業については一層の周知と医療機関が活用し易い制

度となるよう制度の改正を要望します。 

 
 
 
 
 

 

災害時非常用電源の日常生活用具の対象種目への追加を行うこと。 

在宅人口呼吸器使用者非常用電源整備事業の周知を行うとともに、医療機関が

参加しやすい制度に改正すること。 

厚生労働省 
【提案・要望事項】 

３０ 災害時非常用電源の日常生活用具の対象種目への 

追加等 

健康福祉局地域包括ケア推進部高齢・障害者福祉課長  小林 誠  ℡042-707-7055 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

子育て世帯の負担軽減を図るため、全世代対応型の社会保障制度を構築するための健

康保険法等の一部を改正する法律による地方税法及び国民健康保険法の改正により、令

和４年度から、全国市町村の国民健康保険において、未就学児に係る均等割保険税(料)の

５割を軽減する措置(以下「法定措置」といいます。)が導入され、法定措置に要する経費につ

いては、国が２分の１を負担することとされました。 

本市は、これまで、指定都市市長会等を通じ、子どもの均等割保険税(料)の軽減制度の

創設について要望してきたところであり、法定措置の導入については、一定の効果があるも

のと考えております。 

しかしながら、小学生以上の子どもについても子育てに伴う経済的負担が大きいことに変

わりはなく、構造的課題を抱える国民健康保険制度の下で年々保険税(料)額を上げざるを

得ない中、未就学児のみを対象とする軽減制度では子育て世帯の負担軽減に十分とは言

えません。 

所得の状況にかかわらず世帯人数に応じて均等割保険税(料)が課される国民健康保険

制度において、効果的かつ継続的に子育て世帯の負担軽減を図ることを通じ、安心して子

育てできる環境づくりに繋げていけるよう、国の責任と財政負担により、均等割保険税(料)の

軽減制度の対象となる年齢や軽減割合を拡大するよう要望します。 

 
 
 
 
 

 

令和４年度から導入された未就学児に係る均等割保険税(料)の軽減制度につい

て、国の責任と財政負担により、対象となる年齢や軽減割合を拡大すること。 

厚生労働省 
【提案・要望事項】 

３１ 国民健康保険子どもの均等割保険税(料)に係る 

軽減制度の拡充 

健康福祉局生活福祉部保険企画課長  多賀 裕一  ℡042-707-7023 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

本市では、医療法第６条の１３に基づき設置が求められている医療安全支援センター（名

称：医療安全相談窓口）を、看護師の資格を有する会計年度任用職員を相談員として雇用

し、運営しています。 

しかしながら、本市は神奈川県下における他の保健所設置市と比較して人口に対する相

談件数が多く、医療安全相談の需要が高い状況にある一方で、一定水準のスキルを有する

相談員の担い手不足や運営費の確保という財政的な負担が課題になっております。 

こうしたことから、法に基づき設置している医療安全支援センターの持続可能な運営体制

を構築するため、地方の実情に合わせて活用できる個別補助金の創設を要望します。 

 
 
 
 

 

医療法第６条の１３に基づき設置が求められている医療安全支援センターの運

営費等について、地方の実情に合わせて活用できる個別補助金を創設すること。 

厚生労働省 
【提案・要望事項】 

３２ 医療法に基づく医療安全相談体制に必要な財政支援 

健康福祉局保健衛生部地域保健課長  中野 繁  ℡042-769-9241 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

１５歳から４０歳未満の、いわゆる AYA 世代と呼ばれる若年の患者は、就学、就職、結婚、

出産など様々なライフステージを経験する時期でもあり、世代特有の様々な問題に配慮し

たサポートが必要となります。 

しかしながら、療養に当たっての公的支援については、２０歳未満のがん患者に対しては

小児慢性特定疾病事業による医療費助成、４０歳以上のがん患者に対しては介護保険によ

る支援制度がある一方で、２０歳から４０歳未満のがん患者や１８歳又は１９歳で小児慢性特

定疾病医療費の支給を受けていない患者については、医療費助成や介護保険の法令に基

づいた支援制度がなく、療養生活を送るに当たり、経済的な負担を強いられる状況となって

います。 

このため、２０歳から４０歳未満の若年のがん患者が住み慣れた地域社会で安心して療養

生活を送ることができるよう、これら世代が医療・福祉等に係る在宅サービスを利用した際、

国においてその費用を助成する制度の創設を要望します。 

 

 

 

 

２０歳から４０歳未満の若年がん患者が住み慣れた地域で安心して療養生活が

送れるよう、医療・福祉等に係る在宅サービス利用料に対する助成制度を創設す

ること。 

厚生労働省 【提案・要望事項】 

３３ 若年がん患者に対する在宅療養支援制度の創設 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局保健衛生部健康増進課長  米多 寛之  ℡042-769-8322 
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【提案・要望の説明】 

令和５年１０月に、消費税における適格請求書等保存方式(インボイス制度)が導入されると、

免税事業者との取引については、消費税に係る仕入れ控除が認められなくなりますが、免税

事業者であるシルバー人材センター会員は適格請求書(いわゆるインボイス)を発行できませ

ん。 

そのため、シルバー人材センターは、配分金に係る仕入れ控除を行うことができなくなり、

会員に支払う配分金に含まれる消費税額相当(１０％)を新たに納税する必要が生じることとな

ります。 

人生１００年時代を迎え、生涯現役社会の実現が求められる中で、地域社会で就業を希望

する高齢者に対して就業機会を提供し、また高齢者の健康づくりや生きがいづくりに寄与し

ているシルバー人材センターの役割はますます重要なものとなっています。 

しかしながら、適格請求書等保存方式(インボイス制度)の導入は、シルバー人材センター

の事業運営に及ぼす影響が極めて大きいことから、制度の適用を除外するなどの特例的な

措置を認めていただくよう要望します。 

また、特例措置が認められない場合においても、十分な財政支援策を講ずるなど、安定的

な事業運営が可能となる措置の導入を要望します。 

 

 

 

 
 
 

適格請求書等保存方式(インボイス制度)導入後におけるシルバー人材センター

の運営に対し、安定的な事業運営が可能となる措置を講ずること。 

厚生労働省 
【提案・要望事項】 

３４ 適格請求書等保存方式(インボイス制度)導入に伴う 

シルバー人材センターの安定的な事業運営のための 

支援措置 

 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局地域包括ケア推進部高齢・障害者福祉課長  小林 誠  ℡042-769-8354 
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【提案・要望の説明】 

待機児童解消は喫緊の課題であり、本市では、様々な手法を用いて待機児童の解消に

向けた取組を進めておりますが、保育需要は今後も増大すると見込まれます。 

保育士の処遇改善につきましては、キャリアアップと連動した新たな仕組みが導入されまし

たが、引き続き都市部を中心に地方独自の上乗せが行われており、保育士の確保に関し自

治体間での競争や地域間格差が生じている状況にあります。 

今後、保育ニーズの高まりにより、より一層、保育士不足が懸念されることから、各自治体

での独自施策によらず保育人材の確保ができるよう、処遇改善のための更なる財政措置を

講ずるよう要望します。 

さらに、待機児童の年齢は、多くの保護者が育休から仕事に復帰する１歳児の割合が高

い一方で、０歳児の補助額と比較すると１歳児の運営補助が少ないことから、保育所側が１

歳児よりも０歳児を受け入れる傾向があります。 

これを改善し、待機児童の効果的な解消を進めるため、１歳児の運営費をより充実させる

財政支援を要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○保留児童数・待機児童数の年齢別内訳（令和４年４月１日現在） 

 

 

 0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳 計 

保留児童数 115 人 317 人 90 人 25 人 12 人 4 人 563 人 

待機児童数 0 人 1 人 0 人 2 人 0 人 0 人 3 人 

１ 待機児童の解消に向け、必要な保育量を提供していくために不可欠な保育士

の確保を図ることができるよう更なる処遇改善のための財政措置を講ずること。 

２ １歳児の運営費をより充実させる財政支援を行うこと。 

内閣府、厚生労働省 【提案・要望事項】 

３５ 保育所の待機児童解消に向けた財政支援 

【提案・要望の担当】 

こども・若者未来局保育課長  遠山 芳雄  ℡042-769-8341 
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【提案・要望の説明】 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の潜在需要は、就労希望者の増加に伴い、

今後も増大すると見込まれています。本市においても、増え続ける放課後児童クラブのニーズ

に対応するため、施設の建設をはじめ、余裕教室の活用など含め、受入定員の拡大を図って

いますが、少人数学級の導入等により、余裕教室を活用した受入定員の拡大が困難になって

きている状況もあり、場所の確保に苦慮しており、民間児童クラブとも連携を図りながら待機児

童の解消に向け取り組んでいるところです。 

また、民間活力の活用による待機児童対策についても、民間児童クラブへの運営費の補助

を行っていますが、国庫補助の放課後児童健全育成事業の基準額では、安定した運営を行う

ことが難しく、年間２５０日以上開所しないと補助額が大幅に下がることは幼稚園等の参入障壁

となっています。 

こうしたことから、民間活力の活用などにより、待機児童対策の更なる推進が図られるよう補

助基準の見直しを行うなど、補助制度の更なる充実を要望します。 

 

 

 

 

    
 

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）に係る補助制度の更なる充実を

図ること。 

内閣府、厚生労働省 【提案・要望事項】 

３６ 放課後児童健全育成事業に係る補助制度の充実 

こども・若者未来局こども・若者支援課長  二瓶 行  ℡042-769-9227 

【提案・要望の担当】 

公立児童クラブの定員、入会児童数の推移 

 
公立児童クラブの待機児童数の推移 

5,114人
5,461人

5,664人

5,761人5,811人

5,058人
5,289人

5,454人
5,667人 5,608人

H29 H30 R1 R2 R3
定員 入会児童数

120人

78人 68人 86人 87人

H29 H30 R1 R2 R3

待機児童数
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【提案・要望の説明】 

本市では、保護者の疾病その他の理由により、家庭で児童を養育することが一時的に困

難となった場合において、子どもとその家庭の福祉の向上を図るため、子育て短期支援事業

を児童養護施設、乳児院及び母子生活支援施設に業務委託して実施しています。当該事

業の利用実績はここ数年、年間延べ日数４００日前後で推移していましたが、昨年度は５００

日に迫る状況となっており、今後も保護者の疾病や育児疲れ等の様々な理由により、利用の

ニーズは高くなることが想定されます。 

当該事業の実施に要する経費については、子ども・子育て支援交付金及び子育て支援対

策臨時特例交付金により運営費の一部が補助されていますが、子育て支援対策臨時特例

交付金において特別対策事業として定める事業は実施期限をもって補助が終了いたします。

特に、実施施設において安定して受入のできる人員を確保するための専従職員配置支援に

ついては、国による支援開始前より本市独自に事業の実施に必要な人件費相当額を母子生

活支援施設に対し補助していることから、実施期限の令和５年度末以降も継続して支援して

いただくよう要望します。 

また、平成２９年８月に示された「新しい社会的養育ビジョン」においても、「分離しないケア

の充実を図る」こととされ、在宅での支援の構築に大きな効果が期待される当該事業につい

て、児童養護施設等がいつでも利用者を受け入れられ、適切な養育・保護が継続できるよう、

財政支援の更なる充実を要望します。 

 

本市の利用実績（延べ日数） 

施設名 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

乳児院 ６ ６４ １５３ １０１ １０８ 

母子生活支援施設 １６０ １１４ ９４ １０３ ２５１ 

児童養護施設 １９２ ２１４ １９１ １０９ １３６ 

合計 ３５８ ３９２ ４３８ ３１３ ４９５ 

 

 

 

 

「子育て短期支援事業」に関して、「子ども・子育て支援交付金」による更なる財

政支援を行うとともに、実施期限が定められている「子育て支援対策臨時特例交付

金」の特別対策事業についても、継続した財政支援を行うこと。 

３７ 子育て短期支援事業に係る財政支援の更なる充実 

内閣府、厚生労働省 
【提案・要望事項】 

こども・若者未来局こども家庭課長  江成 敏郎  ℡042-769-9811 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

子ども医療費助成制度は、各地方公共団体がそれぞれに制度設計をしていることから、対

象年齢や自己負担額などが異なり、住んでいる地域で助成内容に差異が生じています。 

子育て支援策として、未来を担う子どもを安心して生み育てられる環境づくりを推進するた

めには、全国どこでも同じ制度の下に医療を受けられる助成制度が必要です。 

こうしたことから、安心して子どもを産み育てる環境を整え、長期的に安定した制度設計と

なるよう、国と地方公共団体が協議の場を持ち、医療保険制度における子ども医療費助成制

度のあるべき姿について共に議論した上で、国において、統一的な医療費助成制度を創設

することを要望します。 

 

 
 

安心して子どもを産み育てる環境を整え、長期的に安定した制度設計となるよう

国において、統一的な医療費助成制度を創設すること。 

内閣府、厚生労働省 
【提案・要望事項】 

３８ 小児医療費に係る全国一律の助成制度の創設 

こども・若者未来局子育て給付課長  吉成 靖幸  ℡042-704－8908 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

動物愛護管理法の改正に伴う規制強化により、動物取扱業者の従業員数に応じた飼養

可能な動物の数が明確化されたため、飼養できなくなった動物の引取り手が必要となります。 

また、今後、高齢化が進むことにより、飼い主の突然死や飼いきれなくなったことによる動

物の急な引取りが増加することも見込まれるほか、近年社会問題化している多頭飼育崩壊が

起こると、一度に多数の動物を引き取る必要性が生じます。 

動物愛護ボランティアは、飼い主が飼いきれなくなった動物を飼養する受け皿となり、新た

な飼い主を探すまでの動物の飼養や譲渡による殺処分の削減に努めているほか、野良猫の

不妊去勢手術により野良猫被害を軽減するなど、動物愛護管理法の趣旨に則り、動物のい

のちを守り、周辺の生活環境の悪化を防ぐことに尽力しています。 

こうした活動において、多くの地方公共団体が不妊手術等の助成金制度を設けており、本

市においても野良猫の不妊去勢手術助成金や譲渡対象登録団体への補助金を交付してい

ますが、十分な支援を行えていない状況であり、かつ、継続的に事業を実施するための財源

の確保が課題となっていることから、国において必要な財政支援を行うよう要望します。 

 

 

 

 
 
 

動物愛護ボランティアの実施する動物の引取りに伴う飼養費用や手術費用等に

対する助成制度を創設すること。 

環境省 【提案・要望事項】 

３９ 動物愛護ボランティアの支援制度の創設 

健康福祉局保健衛生部生活衛生課長  松岡 夏洋  ℡042-769-8347 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】  

本市では、道路・橋りょう、下水道等の都市基盤について、長寿命化計画や耐震化計

画を策定し、維持管理に係る費用の平準化、適正な管理に努めているところです。都市

基盤の老朽化は、今後さらに進むため、計画的な予防保全型の維持管理がますます求め

られ、財源確保が必須条件となります。 

 また、本市は令和元年東日本台風に伴う土砂災害等からの早期復旧・復興に向けて尽

力をしているところですが、市民生活の安全・安心を守るためには未然防止の取組が肝

要であり、災害防除事業などを計画的に実施していく必要があります。 

 さらに、本市は令和２年３月に「下水道事業経営戦略」を策定し、下水道施設の機能

を効率的・効果的に維持するため、投資計画と財政計画の調和を図りながら計画的な下

水道経営に取り組んでいます。 

 これらの事業においては、防災・安全交付金や道路メンテナンス事業補助、浸水対策

下水道事業補助等の支援をいただいていますが、将来にわたり市民生活の安全・安心が

確保できるよう、公共事業関係費枠（防災・安全交付金等を含む。）の増額及び安定的な

財政的支援の充実を要望します。 

 また、予防保全型の維持管理を効率的に推進するためには、人材育成や新技術の開発

が必要であり、国においては研修等を実施していただいていますが、より多くの職員が

受講できるよう、Web を活用した講座を増やすなど、研修を更に充実させるとともに、

新たな点検・工事手法を開発するなどの技術的支援を要望します。 

 

 

 

 
 
 

道路や下水道などの計画的な予防保全型の維持管理の推進や災害対策に必

要な財源について、令和２年に「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速

化対策」として予算措置されたが、今後も引き続き確実に財源を確保し、技術

的支援についても充実させること。 

【提案・要望事項】 

４０ 都市基盤の長寿命化、災害対策の推進に向けた 

財政支援等 

【提案・要望の担当】 

都市建設局土木部路政課長     大貫 勝   ℡042-769-8359 

都市建設局土木部下水道経営課長  櫻井 敏朗  ℡042-707-1840 

国土交通省 
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【提案・要望の説明】 

１ 一般国道（指定区間）の機能強化 

国道１６号は、「東京環状」とも呼ばれ、横浜市、相模原市、八王子市、さいたま市、

千葉市など主要な都市を結ぶ重要な道路ですが、相模原市内においては主要渋滞箇所

が多数存在しております。圏央道の完成に伴い、交通量は減少傾向にありましたが、

八王子バイパスの無料化や町田立体の開通により、再び増加傾向となっております。

また、国道１６号に近接する橋本駅周辺のまちづくりにおいても交通渋滞が課題とな

っております。 

  このことから、本市の骨格を形成する広域幹線道路網の機能を十分発揮し、社会的

役割を効率的に担うため、国道１６号の効果的な渋滞対策の実施など、一般国道（指

定区間）の機能強化を早期に図るよう要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 国道１６号の効果的な渋滞対策の実施など、一般国道（指定区間）の機能

強化を早期に図ること。 

２ 圏央道インターチェンジへのアクセス道路である県道５２号及び津久井

広域道路の整備について、十分な財政措置を講ずること。 

国土交通省 
【提案・要望事項】 

４１ 広域交通ネットワークの強化に向けた道路整備 

相模原市内の主要渋滞箇所（出典：首都圏渋滞ボトルネック対策協議会資料を一部加筆） 
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２ インターチェンジへのアクセス道路の整備推進 

本市では、圏央道インターチェンジへのアクセス道路である県道５２号（相模原愛

川 IC 接続）や津久井広域道路（相模原 IC 接続）の整備を進めております。 

県道５２号や津久井広域道路の整備を行うことにより、圏央道へのアクセス性の向

上による民間企業の投資を促進するなど、圏央道のストック効果の更なる向上が期待

されます。 

これらの事業については、社会資本整備総合交付金及び踏切道改良計画事業補助に

おいて支援をいただいておりますが、早期完了に向けて事業を推進していくためには、

国による力強い支援が不可欠であることから、財政支援の充実を要望します。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【提案・要望の担当】 

都市建設局土木部道路計画課長                  井上 隆   ℡042-769-8373 

都市建設局土木部道路整備課長                  國島 正弘  ℡042-769-8360 

都市建設局リニア駅周辺まちづくり部リニア駅周辺まちづくり課長  杉浦 篤   ℡042-707-7047 

県道５２号の状況 

津久井広域道路の状況 

原当麻第一踏切道 

新たな産業を 

中心とした拠点 
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【提案・要望の説明】 

本市は、リニア中央新幹線神奈川県駅（仮称）が設置される橋本駅周辺地区と、相

模総合補給廠の一部返還地等の早期利用や小田急多摩線の延伸に取り組む相模原駅周

辺地区を一体的な広域交流拠点とするまちづくりを進めています。 
橋本駅周辺地区では、リニア中央新幹線の開業を見据え、産業の活力と賑わいがあ

ふれる交流拠点を実現するために、土地区画整理事業や街路整備事業を実施し、橋本

駅周辺地区と圏央道相模原インターチェンジを結ぶ（仮称）大西大通り線の整備を行

い、橋本駅周辺地区のアクセス性を高めることにより、交通の要衝として一層の機能

強化を推進してまいります。また、相模原駅周辺地区では、今後の発展の起爆剤とな

る新市街地の形成を図るべく、返還地の土地利用に向け、導入施設や整備手法の検討

を行うとともに、小田急多摩線の延伸に取り組んでいます。 
これらの取組は世界を先導するスーパー・メガリージョンの形成に資するものであ

ることから、広域交流拠点の確実な整備の推進には国による力強い支援が不可欠であ

り、国の公共事業関係費枠の増額や社会資本整備総合交付金による財政的支援の充実

のほか、小田急多摩線の延伸については、都市鉄道等利便増進法の事業スキームにお

ける黒字転換年数の緩和や補助財源の確保など延伸の実現に繋がる支援を講じていた

だくよう要望します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

リニア中央新幹線の駅が設置される橋本駅周辺地区と、米軍基地である相模総

合補給廠の一部返還地等の早期利用や小田急多摩線延伸に取り組む相模原駅

周辺地区を一体的な広域交流拠点とするまちづくりに対する財政支援等を拡充す

ること。 

国土交通省 
【提案・要望事項】 

４２ 広域交流拠点の形成に向けた財政支援等の拡充 

都市建設局リニア駅周辺まちづくり部リニア駅周辺まちづくり課長  杉浦 篤   ℡042-707-7047 

都市建設局リニア駅周辺まちづくり部相模原駅周辺まちづくり課長  小川 裕一  ℡042-707-7026 

都市建設局まちづくり推進部交通政策課長             島﨑 俊介  ℡042-769-8249 

【提案・要望の担当】 

広域交流拠点（橋本駅周辺地区・相模原駅周辺地区）位置図 

リニア中央新幹線 

ＪＲ相模線 

相模総合補給廠 

 橋本駅周辺地区 

 

Ｎ 

小田急多摩線 

相模原駅周辺地区 

橋本駅周辺まちづくりの概要図 
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【提案・要望の説明】 

本市では人口減少が進む中山間地域を中心に路線バスの撤退申し出等による地域の移

動手段の確保が喫緊の課題となっています。 

こうした中、地域の移動需要に応えるため、地域公共交通会議等での協議を行い、地域

の実情に応じて、赤字補填による路線バスの運行継続や乗合タクシーの導入などにより移動

手段の確保に努めています。 

これらの事業は、地域公共交通確保維持事業における地域内フィーダー系統確保維持

費国庫補助金により支援いただいているところですが、毎年設定される市区町村毎の補助

金上限額は、事業規模に左右されない定額部分が大半を占めることから、複数の事業を実

施する場合等は、補助の対象となる事業経費が増加し、補助上限額を超えてしまうため、市

の財政負担が増加することが課題となっています。 

こうしたことから、地域の実情に応じた持続可能な移動手段の確保に向け、当該事業に対

する財政的支援の拡充を要望します。 

 
 
 
 

 
 

地域の実情に応じた持続可能な移動手段を確保するため、地域内フィーダー系

統確保維持費国庫補助金に係る国庫補助上限額の設定において、補助対象経費

を加味し増額するなどの財政的な支援を拡充すること。 

国土交通省 
【提案・要望事項】 

４３ 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金の拡充 

都市建設局まちづくり推進部交通政策課長  島﨑 俊介  ℡042-769-8249 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

世界的な原油・原材料高により、近年、海上輸送費の上昇や世界的な穀物需要の増加、

円安の進行等により飼料・牧草価格の上昇が続いており、畜産農家の経営に重大な影響を

及ぼしています。 

国においては、配合飼料価格安定制度により、畜産農家の経営安定が図られているところ

ですが、制度上、配合飼料価格が直近１年の平均額を上回った場合に、その差額が補填さ

れることとなっているため、価格が継続的に上昇している中では、十分な補填を受けることが

できない状況もあります。 

こうしたことから、経営の安定を図るため、飼料価格が継続して上昇する状況下においても

畜産農家が十分な補填が受けられるよう、配合飼料価格安定制度の見直しや、牧草などへ

の支援制度を新設することを要望します。 

 

 
 

畜産農家の経営安定に向け、飼料・牧草価格が継続して上昇する状況下におい

ても畜産農家が十分な補填を受けられるよう、飼料・牧草購入に係る新たな支援

策を講ずること。 

農林水産省 
【提案・要望事項】 

４４ 畜産経営に対する財政支援 

環境経済局農政課長  髙野 弘明  ℡042-769-8239 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

本市では、近年、ナラ枯れ被害が急速に拡大し、市街地にある公園や緑地など、多くの市

民が利用する場所では、倒木や落枝等による人的・物的被害が生じる可能性があるほか、中

山間地域では、山地災害防止機能や水源涵養機能への影響が懸念されています。 

こうした中、本市ではナラ枯れ被害対策に全力で取り組んでおりますが、ナラ枯れ被害が

蔓延した状況では、病害虫の駆除や防除よりも、安全対策（危険木の除去）に注力する必要

があり、国の森林病害虫等防除事業費補助金は、森林における防除を目的としているため、

補助金の対象とはならず、財政負担の増大が大きな課題となっております。 

 さらに、ナラ枯れは、被害を受けた樹木から、虫を媒体として被害が拡大することから、自

治体間の連携等による広域的な対策が効果的であるため、全国的な課題として、国の責任

において対策に取り組む必要があります。 

 こうしたことから、自治体間の連携等によるナラ枯れ被害対策をより一層推進するため、

森林病害虫等防除事業費補助金について、防除及び危険木の除去を含めた対策を講じる

ことができるよう財政支援の充実を図るとともに、公園や緑地において、地域の実情に合った

ナラ枯れ対策ができるよう新たな補助制度の創設等の必要な対策を講じるよう要望します。 

 

本市におけるナラ枯れ被害の状況（公園・緑地） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 

６２本 １，１２２本 １，４７５本 

 
 
 

自治体間の連携等によるナラ枯れ被害対策をより一層推進するため、危険木の

除去を含めた補助制度の充実等を図るとともに、公園や緑地を対象とした補助制

度の創設など、必要な対策を講じること。 

農林水産省、国土交通省 
【提案・要望事項】 

４５ ナラ枯れ被害対策の推進 

環境経済局森林政策課長    田倉 五己  ℡042-780-5270 

環境経済局水みどり環境課長  宮野 賢一  ℡042-769-8242 

環境経済局公園課長      石田 真也  ℡042-769-8243 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

本市は、首都圏にありながら、豊かな自然環境を保有しており、県内の上水道の約 6 割を

賄う、神奈川県の水がめとして森林の持つ多面的な公益的機能を提供するなど、重要な役

割を担っています。 

特に、緑区津久井地域は、道志川、串川といった清流や、津久井湖、宮ヶ瀬湖、奥相模湖

といった湖を有し、県内最高峰の蛭ヶ岳のほか丹沢山等の高峰に囲まれた、特に豊かな自

然を有する地域であり、森林の整備、維持管理等のため、林道が多く所在していますが、令

和元年東日本台風では、過去に経験したことのない自然災害により甚大な被害を受けました。 

こうした中で、林道災害復旧事業を円滑に進めるためには、国庫補助率が高く、短期間で

復旧事業を実施できる「農林水産業施設災害復旧事業費の国庫補助の暫定措置に関する

法律」等の活用が必要不可欠ですが、制度の適用を受けるためには、国に対し、災害発生

後から１か月以内に被害確定の報告、60 日以内に復旧計画概要書を提出する必要がありま

す。 

しかしながら、本市が管理している、広大で急峻な森林、林道の被害を限られた期間の中

で調査報告等を実施することは困難な状況であることや、市独自での林道災害復旧事業を

実施することは財政的にも困難であることから、令和元年東日本台風による林道災害復旧事

業が遅々として進捗していない状況です。 

こうしたことから、林道災害復旧事業を円滑に進めるため、国への報告期限の緩和等関連

法令の基準等の見直し、また、報告期限を超えた災害における新たな補助制度等を創設す

ることを要望します。 

 
 
 

林道災害復旧事業を円滑に進めるため、国への被害報告期限を緩和するなど、

関係法令の基準等を見直すとともに、報告期限を超えた災害における新たな補助

制度等を創設すること。 

農林水産省、林野庁 【提案・要望事項】 

４６ 災害時における林道復旧事業関係法令の基準の 

見直し等 

環境経済局森林政策課長  田倉 五己  ℡042-780-5270 

【提案・要望の担当】 



 

 

 

 

令和５年度 

国の施策・制度に関する提案・要望書 
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